2011年度「労働法」（11月15・18日）

第13・14回　就業規則と労働条件設定・変更（荒木288～350頁）
第13・14回講義のねらい「労働条件や職場の規律などについて規定した就業規則は、使用者が一方的に作成するものといわれるが、それはなぜか」「就業規則は『職場のミニ労働基準法』と呼ばれることもあるが、それはなぜか」「就業規則が使用者の一方的に作成・変更するものだとすると、就業規則の不利益変更に同意しない労働者は、これに拘束されないというのが契約理論の帰結だと思われるが、最高裁大法廷は合理的変更なら反対する労働者も拘束されるとした。なぜか」「労働契約法は就業規則法理についてどのような立法を行ったか」「老親の介護のため勤務地は東京に特定し、地方への配転はしないという約束で就職したところ、会社が就業規則を変更して地方配転条項を新設した場合、この労働者は配転を拒めるだろうか」「変更解約告知とは何か」など、就業規則による集団的な労働条件の設定・変更法理、および個別的な労働条件変更法理について検討する。
1. 序説：就業規則法制と就業規則の機能
2. 就業規則の作成・変更に関する手続
a. 就業規則の作成・届出義務・記載事項（労基法89条）
b. 過半数代表の意見聴取（労基法90条１項）
c. 周知義務（労基法106条１項）
3. 就業規則の労働契約に対する効力
a. 就業規則の労働契約に対するひな形機能と３つの効力
①契約のひな形として合意の対象となる機能　　　　　　　　　　　　　　契約のひな形機能

②労働条件の最低基準を画する効力（労契12条）　　　　　　　　　　最低基準効

③合理的なら労働契約の内容となる効力（労契7条）　　　　　　　　　（契約内容）補充効

④合理的なら不利益変更でも拘束力（労契9条、10条）　　　　　　　（契約内容）変更効
b. 就業規則の最低基準効（強行的直律的効力）（②労契法12条）
c. 法令・労働協約違反の就業規則と変更命令（労基法92条、労契法13条）
4. 就業規則をめぐる法理論と判例法理の展開（労契法制定前の理論状況）
a. 就業規則の法的性質論（③（と④）をめぐる議論）
i. 法規説
ii. 契約説

iii. 判例における就業規則の法的性質論

1) 秋北バス事件大法廷判決（前段部分）（③をめぐる議論）
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2) 学説の批判
3) 定型契約説の登場とその後の判例の展開

b. 就業規則の不利益変更の拘束力（④をめぐる議論）
i. 就業規則の不利益変更をめぐる議論の背景

ii. 秋北バス事件判決とその評価

5. 労契法における労働条件の設定・変更
a. 合意による労働条件設定の原則

b. 労働契約成立時における就業規則の契約内容補充効（③労契法7条）

i. 労働契約締結時

ii. 合理的な労働条件

iii. 周知

iv. 効果：契約内容補充効とその例外

1) 契約内容補充効
2) 例外：別段の合意（労契法7条但書）

c. 合意による労働条件変更の原則と就業規則

i. 合意による労働条件変更（労契法8条）

ii. 合意原則と就業規則（労契法9条）

d. 就業規則による労働条件変更（④労契法10条）

i. 労契法10条の意義
1) 日本型Flexicurity

　量的（外的）柔軟性(numerical flexibility)と質的（内的・機能的）柔軟性(functional flexibility)

	
	Flexibility
	Security

	アメリカモデル
	雇用量の柔軟な調整
	雇用保障(安定)

	
	労働条件の柔軟な調整
（随意雇用による合意調達）
	労働条件の保障

	日本モデル
	雇用量の柔軟な調整

【非正規雇用】
	雇用保障(安定)

解雇権濫用法理

	
	労働条件の柔軟な調整

（就業規則法理）
	労働条件の保障

【職務・勤務地限定社員】

	ヨーロッパモデル
	雇用量の柔軟な調整
	雇用保障(安定)

	
	労働条件の柔軟な調整
	労働条件の保障


※デンマーク・モデルのFlexicurity＝雇用量の柔軟な調整＋国家による職業訓練・失業保険の保障（外部市場志向のFlexicurity model）
※日本モデルのFlexicurity＝雇用保障＋労働条件の柔軟な調整（内部市場志向のFlexicurity model）
2) 契約原理と労契法10条
ii. 要件

1) 不利益変更該当性

2) 変更後の就業規則の周知
(a) 意見聴取・届出の要否

(b) 意見聴取・届出と合理性判断

3) 変更の合理性
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①就業規則の変更によって労働者が被る不利益の程度

②使用者側の変更の必要性の内容・程度

③変更後の就業規則の内容自体の相当性

④代償措置その他関連する他の労働条件の改善状況

⑤労働組合等との交渉の経緯

⑥他の労働組合又は他の従業員の対応

⑦同種事項に関する我が国社会における一般的状況「等」
　　↓
労契法10条

1）労働者の受ける不利益の程度（①）

2）労働条件の変更の必要性（②）

3）変更後の就業規則の内容の相当性（③、④、⑦）

4）労働組合等との交渉の状況（⑤、⑥）

5）その他の就業規則の変更に係る事情（「等」）

iii. 効果

1) 契約内容変更効
2) 例外：個別特約（労契法10条但書）

e. 就業規則の新規作成と労契法10条の関係
f. 労使慣行の就業規則による変更
6. 個別的労働条件変更法理

a. 合意原則と個別的労働条件変更
b. 変更解約告知
i. 就業規則の合理的変更法理と変更解約告知の関係

ii. 解雇法理と変更解約告知の関係

1) 変更解約告知の3類型

[image: image1]
2) 裁判例・学説における変更解約告知論

(a) 特殊解雇型変更解約告知
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(b) 変更法理型変更解約告知
(c) 留保付承諾の可否
(d) 変更解約告知の合理性審査
iii. 個別的労働条件変更法理の立法論





































特殊解雇型（英、仏）
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